
公立病院改革ガイドラインのポイント 

 

第１ 公立病院改革の必要性 

検討体制(案) 

 

市 町 村                県 

公 立 病 院 改 革 プ ラ ン へ の 対 応 に つ い て 
 

資料４－６ 
○ 公立病院の役割は、地域に必要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関による提供が困難な医療を提供

すること 

（例えば①過疎地②救急等不採算部門③高度・先進④医師派遣拠点機能） 

○ 地域において真に必要な公立病院の持続可能な経営を目指し、経営を効率化 

第２ 公立病院改革プランの策定 

○ 地方公共団体は、平成20年度内に公立病院改革プランを策定 

（経営効率化は３年、再編・ネットワーク化、経営形態見直しは５年程度を標準） 

○ 当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方を明記 

○ 経営の効率化 

 ・ 経営指標に係る数値目標を設定 

１)財務の改善関係(経常収支比率、職員給与費比率、病床利用率など) 

２)公立病院として提供すべき医療機能の確保関係 など 

・ 一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」が達成される水準を目途 

（地域に民間病院が立地している場合、「民間病院並の効率性」達成を目途） 

・ 病床利用率が過去３年間連続して７０％未満の病院は病床数等を抜本的見直し 

○ 再編・ネットワーク化 

 ・ 都道府県は、医療計画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画 

・ 二次医療圏等の単位での経営主体の統合を推進 

・ 医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能重複を避け、統合・再編含め検討 

・ モデルパターンを提示 

○ 経営形態の見直し 

・ 人事・予算等に係る実質的権限、結果への評価・責任を経営責任者に一体化 

・ 選択肢として、地方公営企業法全部適用、地方独立行政法人化、指定管理者制度、民間譲渡を提示 

・ 診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等への転換なども含め、幅広く見直し 

第３ 公立病院改革プランの実施状況の点検・評価・公表 

○ プランの実施状況を概ね年１回以上点検・評価・公表 

○ 学識経験者等の参加する委員会等に諮問し、評価の客観性を確保 

○ 遅くとも２年後の時点で、数値目標の達成が困難と認めるときはプランを全面改定 

○ 総務省はプランの策定・実施状況を概ね年１回以上調査し、公表 

第４ 財政支援措置等 

○ 計画策定費、再編による医療機能整備費、再編等に伴う清算経費などについて財政支援措置を講じるほか、公

立病院に対する既存の地方財政措置についても見直しを検討 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

① 市町村は策定組織を立ち上げ、改革プランについて検討 

② 再編・ネットワーク化が必要と判断された場合、県へ申出 

③ 県は、医療制度改革推進会議に「公立病院等改革ワーキンググループ」を設置し、部局横断的に対応する 
とともに、改革プラン(再編・ネットワーク化)を客観的に検証、検討する「公立病院等地域医療連携のため 

の有識者会議」を設置 

④ さらに、圏域保健医療福祉推進会議に「地域医療連携検討ワーキンググループ」を設置し、圏域内の再編・ 

 ネットワーク化について検討 

⑤ 圏域ワーキンググループでまとめた案について有識者会議で検証、検討した後、市町村に提案 

（相談・ＷＧへの参加） 

愛知県医療制度改革推進

会議 
(会長：西村副知事) 

圏域保健医療福祉推

進会議 

公立病院等改革 

ＷＧ(新設) 

健康担当局関係課 

市町村課 

消防保安課 

(病院事業庁) 等 

地域医療連携 

検討ＷＧ(新設) 

検 討 
依 頼 

 
申 出 

 

公立病院改革プ

ランの検討組織

(新設：任意) 

 

(改革プラン策定

会議 等) 

病院担当 
財政担当課 
人事担当課 
企画担当課等 

・経営の効率化 

・経営形態見直し 

公立病院等地域医療連携

のための有識者会議(新

設) 

(県内４医科大学等) 

再編・ネッ

トワーク化

とりまとめ

案の提案 
再編・ネット

ワーク化と

りまとめ案

の提案 

 
・再編・ネットワーク
化案の検証、検討
・医師派遣に向けての
検討 

二 次 医 療 圏 

県保健所 

地域における検討 

・再編・ネットワーク化 
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